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第 6章

ウィリアムソンの統合のコストの理
論の再検討

髙橋大樹∗

6.1 はじめに
現在，コース (Coase, R. H.)の 1937年の論文を起源とする企業理論 (theory of the firm)

の研究においては，統合のコストの性質を明らかにすることが 1つの重要な課題とされて
いる。なぜなら，ウィリアムソン (Williamson, O. E.)は市場で取引を行うことに伴うコス
トについては説明を与えたが，それを統合して内部組織で行うことのコストについては沈
黙してきた，と一般に考えられているからである。このことが問題とされる理由は，もし
統合を行うことに対してそれを制限するようなコストがまったく存在しなければ，すべて
の取引は内部化され，われわれは１つの巨大な企業を観察することになるだろう，という
結論に導かれてしまうことにある。
しかし近年においては，ギボンズ (Gibbons, R.)や伊藤といった，広くは組織の経済学
と呼ばれる領域の研究者たちが，ウィリアムソンは統合のコストについて長く議論してき
ており，またその中には，現在の組織の経済学における研究の萌芽が存在した，と評価す
るようになっている。彼らはそれぞれの立場から，ウィリアムソンによる統合のコストの
議論をサポートしようと努めている。
本稿の目的は，ギボンズや伊藤とは異なるやり方で，実際にはウィリアムソンが統合の
コストの性質についての説明を与えていたことと，彼の主張する統合のコストの内容が何
であったかを明らかにすることである。以下では，まず 2節において，企業理論がどのよ
うに進展してきたのか，また，ウィリアムソンが統合のコストの性質を説明しなかったと
いうことがどう問題にされてきたのかを見る。次に 3 節で，そうした一般的見解に反し
て，ウィリアムソンをサポートしようとする最近の組織の経済学における動向を簡単にレ
ビューする。そして 4節では，この課題における重要な概念とされる選択的介入の検討か
らはじめることで，ウィリアムソンが実際には統合のコストの性質を明示的に説明してい
たことと，その内容を明らかにする。

∗ 慶應義塾大学大学院
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6.2 企業理論の進展と統合のコストの性質の問題
今日の企業理論の研究者が企業について書くとき，彼らはほとんどの場合，その特徴
を，市場のそれと比較することからはじめると言われている。一般に，どの活動が企業の
内部で行われるべきであり，またどの活動が市場において行われるべきかという問題を最
初に提起したのは，コースの 1937年の論文「企業の性質」*2 であると考えられている*3。
この領域の研究者たちは，コースによって提示された言明と，それに含まれる問題点の，
両方を指摘してきた。まず前者についてコースは，次のような言明を提示したとされてい
る。つまり，ある取引においての市場か企業かの選択 (または，非統合か統合かの選択)

は，その取引をそれぞれの下で行うことのコストの比較によって決定されると主張したと
いう*4。
一方，この一般理論に対しては，以下のような問題点が指摘された。つまり，その理論
は曖昧過ぎて，どの取引が市場で行われることになり，またどの取引が企業の内部で行わ
れることになるかに関しての，予測的内容を持たない，というのである。一般には，ここ
にウィリアムソンが予測的内容を付加することによって，コース理論を進展させた，とさ
れている*5。ここでウィリアムソンが新たに提示したのは，「市場から内部組織への取引の
シフトを誘導する要因」*6としての資産特殊性と，「市場取引が悩まされる深刻な問題」*7と
してのオポチュニズムであった。ウィリアムソンは，資産特殊性によってその取引関係に
閉じ込められた当事者たちによる，執拗な自己利益の追求から生じるコストが，垂直的統
合を行うことによって克服されると主張した*8。
しかしここで問題になったのが，この理論はそもそもなぜ統合 (企業の内部取引) より
も非統合 (市場取引) のほうが望ましいのか，または統合を行うことにどのようなコスト
が伴うのかを説明しない，ということである。換言すれば，もし統合によって市場取引の
コストを削減でき，かつそれを相殺するものが何もなければ，すべての取引は内部化され
ることになり，われわれは 1つの巨大企業を観察することになるだろう，という結論に導
かれてしまうという。企業理論の研究者たちは，その結論が明らかに事実に反するもので
あると認めることによって，統合のコストの性質を明らかにしなければならない，という
課題に直面したのである*9。
この課題におけるウィリアムソンへの評価に関しては，例えば，ミルグロム (Milgrom,

P. J.)＝ロバーツ (Roberts, J. D.)は，取引コスト理論は統合のコストの原因や性質につい

*2 Coase, R. H., “The Nature of the Firm,” Economica, Vol. 4, No.16, 1937, 386-405.
*3 たとえばMilgrom and Roberts, 1988, 1990，Grosmann and Hart, 1986，Hart, 1989，Masten, 1999等を参
照。

*4 Demsetz, 1988，Milgrom and Roberts, 1990，Grosmann and Hart, 1986，Hart, 1989，またMasten et. al.,
1991を参照。

*5 これについては，Milgrom and Roberts, 1988, 1990，Hart, 1989，Masten et. al., 1991，Masten, 1999，
Gibbons, 2005, 2010，また Crémer, 2010を参照。

*6 Williamson, O. E., “Markets and Hierarchies: Some Elementary Considerations” The American Economic
Review, Vol. 63, No. 2, 1973, p316。

*7 Williamson, O. E., Markets and Hierarchies: Analysis and Antitrust Imprications, New York, The Free Press,
1975, p122.

*8 たとえばWilliamson, 1971, p113, 117, 121-122や，Williamson, 1975, chapter 2を参照。
*9 Grossman and Hart, 1986，Milgrom and Roberts, 1988, 1990，Hart, 1989，Holmstrom and Tirole, 1989，

Holmstrom and Roberts, 1998，Holmstrom, 1999，また Crémer, 2010を参照。
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て「相対的に沈黙している」*10と批判する。またハートによれば，「ウィリアムソンは，こ
れらの (統合の)コストの厳密な性質を，曖昧なままにしている」*11という。彼らを含む少
なからぬ研究者が，ウィリアムソンは統合のコストの性質を明らかにしておらず，また市
場取引が望ましい理由を曖昧にしたままだ，と主張している*12。しかし最近になって，そ
のような一般的な見方に反する動きが出てきている。ギボンズや伊藤によれば，ウィリア
ムソンは統合のコストについて長く議論してきており，またその中には，現在の組織の経
済学における統合のコストの理論の萌芽が存在したというのである。

6.3 ウィリアムソンの統合のコストの理論に対する組織の経
済学における最近の評価

ギボンズは，2005 年と 2010 年の論文の中で，現在の企業理論研究における重要な課
題の 1つとして，「統合のコスト (costs of integration)」*13を取りあげている。またギボン
ズは，この課題における組織の経済学のためのビジョンを，1971年にウィリアムソンが
もっとも早く示していたと主張している。ギボンズによると，そのビジョンとは以下の通
りであるという。つまり，市場取引を悩ませるコストと組織の内部取引を悩ませるコスト
は，共にレントシーキングという要因によって統一的に説明されるという。こうしてギボ
ンズは，「組織内レントシーキング」の観点から統合のコストを説明できると主張するの
である*14。
また伊藤によれば，ウィリアムソンは，組織の権限関係が統合のコストを生み出すと
主張したという。またそのような統合のコストは，「!管理する傾向が強まる，"決定が
政治的に扱われる，# 厳しさがなくなり許容度が大きくなる」*15とまとめられるという。
伊藤はまず，これらの第一のコストについて，権限の過剰行使という点から説明してい
る。その原因としては，「介入・管理すること自体から権限を持つ者が効用を得る」*16こと
と，(b)権限を持つ者が，対象となる決定事項に対して個人的な利害を持つために，自分
にとって望ましくない決定が行われないようにするインセンティブを持つことが挙げられ
ている。
また第二のコストは，対照的に，「権限を持つ組織上位者に対して下位の者が働きかけ
ることで生じる」*17コストであるとされる。それは，ミルグロム＝ロバーツのインフルエ
ンスコストの議論のように，「組織における価値の分配にかかわる意思決定に影響を及ぼ
そうとする試み」*18や，「価値を生み出すためでなく，便益の分配に影響を与えようとして
組織のメンバーが費やす資源」*19といった観点で説明されるという。
更に第三のコストに関して伊藤は，グロスマン (Grossman, S. J.)，ハート (Hart, O. D.)，

*10 Milgrom and Roberts, 1990, p70.
*11 Hart, 1989, p1763，また括弧内は筆者による。
*12 Grossman and Hart, 1986，Milgrom and Roberts, 1988, 1990，Hart, 1989，Holmstrom and Tirole, 1989，

Holmstrom and Roberts, 1998，Holmstrom, 1999を参照。
*13 Gibbons, 2005, p219，Gibbons, 2010, p276.
*14 特に Gibbons, 2005, p219-220, 222-223, 227や Gibbons, 2010, p276-278を参照。
*15 伊藤秀史「組織の経済学」，中林真幸・石黒真吾編「比較制度分析・入門」有斐閣，2010年，p24。
*16 Ibid., p24.
*17 Ibid., p25.
*18 Ibid., p25.
*19 Ibid., p25.
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ムーア (Moore, J.)らの財産権アプローチの観点から説明する。つまり，「厳しさがなくな
り許容度が大きくなる」というのは，「統合して取引を内部化すると，それまでの市場取
引がもたらす強力なインセンティブが低下せざるをえない」*20という意味であり，またそ
の原因は，統合された側が資産を手放すことによって，彼の投資に対するインセンティブ
が弱まることにあるという*21。
以上のように最近の組織の経済学では，ウィリアムソンによる統合のコストの議論の中
から，組織内レントシーキングやインフルエンスコストの理論，また財産権理論などが発
展してきたと考えられているのである。

6.4 選択的介入とウィリアムソンの統合のコストの理論
本節での議論もまた，ギボンズや伊藤のように，ウィリアムソンの取引コスト経済学の
中には統合のコストの性質に関する説明が与えられていた，と主張するものである。し
かしここでのアプローチは，ウィリアムソンによって提示された「選択的介入 (selective

intervention)」の概念を，より集中的に検討することからはじめる。その概念は，企業理
論の研究者たちの間では，統合のコストの問題を扱ううえで必ず対峙しなければならない
「決定的に重要なアイデア」*22として，広く注目されるものである*23。
選択的介入についてウィリアムソンは，さまざまな場所で議論している*24。この選択的
介入とは，市場 (非統合)と企業 (統合)を代替的ガバナンスとみなす取引コスト経済学に
おいては，統合を行った後もそれ以前 (非統合であったとき) のプラス面だけを引き継ぐ
ことは可能かどうかを検討するために，ウィリアムソンによって提案された思考実験であ
る。ウィリアムソンはまず，「市場」または非統合の状態を「特徴付ける」ものが「ハイ
パワード・インセンティブ」*25であると主張し，その内容を以下のように説明する。つま
りそれは，「結果が行為とタイトにリンクされるときに生じる」*26ものであり，各当事者に
コストを削減する強力なインセンティブを持たせるものであるという。
ここでウィリアムソンは，このような市場の持つベネフィットのみを統合後の企業の内
部に移植することは可能であるか，と問題提起する。つまり，非統合と統合の「両方の世
界の良い部分を・・・実現する」*27ことは可能であるかどうかと。そして以下で見るよう
に，彼はそれが不可能だと主張するのである。
ウィリアムソンのその議論は，部品の買手メーカーがサプライヤーを垂直統合したケー
スの文脈の中で，以下のように与えられた。つまり，「統合後の企業の両方のステージ (元
サプライヤーと元買手メーカー)においてハイパワード・インセンティブを保持すること

*20 Ibid., p26.
*21 Ibid., p26-27を参照
*22 Milgrom and Roberts, 1990, p70.
*23 これについては，Milgrom and Roberts, 1988, 1990，Holmstrom and Tirole, 1989，Masten, 1999，Baker,

Gibbons, and Murphy, 2001, 2002，Garrouste and Saussier, 2005，Foss and Klein, 2007，Nickerson and
Zenger, 2008，Tadelis and Williamson, 2010，Crémerr, 2010，Garrouste, 2010，また Saussier, 2010を参
照。

*24 たとえばWilliamson, 1984, 1985, 1988, 1991a, 1991b, 1995, 1996, 1998, 1999a, 2000, 2002, 2005, 2010a
を参照。

*25 Williamson, 1985, p136.
*26 Williamson, 1999a, p279.
*27 Williamson, 1985, p133.
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が・・・歪みを引き起こす」*28という。そのような歪みの例として，ウィリアムソンはこ
こで 2つを挙げている。1つは，「資産利用にかかわる損失 (Asset Utilization losses)」*29と
呼ばれるものである。つまり，それは買収された側の元サプライヤーによる自己利益の追
求に起因するものであり，元サプライヤーが，売却した設備のメンテナンスに以前と同等
の注意を払わなくなることによるコストであるという。またもう 1つは，「会計における
作為 (Accounting Contrivances)」*30と呼ばれるものである。つまり，これは買収を行った
側の元買手メーカーによる自己利益の追求に起因するものであり，元買手メーカーが，移
転価格を下げる等の手段を通じて，元サプライヤーの純収益を搾り取るように努めること
のコストであるという。
このように，統合後もハイパワード・インセンティブを保持することが「そうした能力
障害を経験する」*31という認識から，ウィリアムソンは，非統合 (市場)から統合 (企業)へ
のシフトには必ず次の変化が伴うことを指摘する。つまり，統合後の企業内では「ロー
パワード・インセンティブが導入される」*32ことになるという。この企業内部のインセン
ティブを，ウィリアムソンは「フラットな」*33インセンティブと呼ぶこともあり，その内
容は以下のように説明される。「それはつまり，費やす努力の変化が，報酬に対して直接
的な影響をほとんど，あるいはまったく与えないということである」*34。また，「従業員と
管理者・・・の報酬は，彼らが “これをする”か “あれをする”かにかかわらず，同じであ
る」*35という。
以上のウィリアムソンの「選択的介入の不可能性 (the impossibility of selective interven-

tion)」*36の議論は，次のように要約することができる。つまり，まず統合 (企業)とは，特
定の状況の下で生じる非統合 (市場) のコストを抑制するために行われるものである。ま
たその統合のコストとは，非統合のコストを抑制するのと引き換えに増大するような，
「インセンティブを弱めることによるコスト (incentive impairing effects)」*37であると。こ
れらの点を考慮して，統合のコストの性質に関するウィリアムソンの議論に進む。
ウィリアムソンは，1970年代から 2000年代までの約 30年間，垂直的統合のコストに
ついて継続的に議論してきた。ギボンズも述べているように，ウィリアムソンは，そう
した議論を「官僚制のコスト (the costs of bureaucracy)」*38というラベルの下でまとめてお
り*39，また彼の 1985年の著作の第 6章は，このテーマを集中的に扱った代表的研究の 1

つとして挙げられている。その「官僚制のコスト」と題された節の中で，ウィリアムソン
はまず，「市場組織と比較すると，内部組織は，複雑性を管理する，誤りを許す，ログロー

*28 Williamson, 1988, p80，括弧内は筆者による.
*29 Williamson, 1984, p741-742とWilliamson, 1985, p137-138.
*30 Williamson, 1984, p742-743とWilliamson, 1985, p138-140.
*31 Williamson, 1985, p140.
*32 Ibid., p140.
*33 Williamson, 1991a, p275.
*34 Ibid., p275.
*35 Ibid., p275.
*36 Williamson, 1991b, p176，Williamson, 1998, p46，Williamson, 2000, p606，Williamson, 2002, p176，

Williamson, 2005, p9，Williamson, 2010a, p221.
*37 Williamson, 1984, p744，Williamson, 1985, p141。原文を直訳すると「インセンティブを弱めることによ
る影響」といったものになるが，文脈上，ここでの effectsは負の影響を含意するものであると言えるた
め，effectsをコストと訳している。

*38 たとえばWilliamson, 1985, p148-153。
*39 Gibbons, 2005, p219を参照。
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リングに従事する，といった特異的な傾向を示す」*40と主張した後で，伊藤によって言及
された 3点にについて，以下のような議論を行なっている。
まず「管理する傾向 (the propensity to manage)」*41に関しては，それが「すべての形態
の官僚制組織を特徴付けているように思われる」という。またその精神をうまくとらえた
ものとしては，チャールズ・モリス (Charles Morris) の「善意のコスト (the cost of good

intentions)」*42の議論が挙げられる。ウィリアムソンは，そのようなコストを次のように
要約する。つまり，「意思決定者は，複雑性を管理できるという能力を見積もってしまい，
それは事象によって繰り返し反証されている。そのような傾向は善意から出るものではあ
るが，複雑性を管理する者が当初見積もっていたよりも，問題は難解であり，管理者のコ
ンピタンスは限定的であるということが，定期的に判明するのである」*43と。
次に「ログローリング (logrolling)」*44については，ウィリアムソンはまず，それが「互
恵性 (reciprocity)」*45の概念とかかわるものであることを指摘する。彼によれば，そうし
た互恵性が実行される機会は，市場よりも組織内部のほうが多く，また内部の取引主体た
ちは，自律的な取引主体たちよりも「協調的である」*46傾向にあるという。ウィリアムソ
ンは，これは必ずしも悪いことではないとする一方，それが客観的メリットを超えて互恵
的な「もたれ合い (back-scratching)」*47に陥る可能性に言及する。彼によれば，「管理者た
ちは，たとえ雇用が保証されていたとしても，自分たちの職務を廃止することを著しく嫌
がる」*48のであり，かつ組織においては内部に対する「選好 (preference)」が存在するの
で，「基本的には生き残れないケイパビリティが，こうして無批判に維持されるかもしれ
ない」*49というのである。
また最後の「許容 (forgiveness)」*50に関しては，努力 (energies) を誘発するという点に
おいて，市場取引と内部取引との間で能力の差異があるとされる。ウィリアムソンは，こ
の点を以下のように要約する。
つまり，まず並外れた努力を誘発するためには，ペナルティが適用されることが見込ま
れる必要があり，「市場はこの点においては，厳格なタスクマスターである」*51。仮に予
想されていなかったコスト増が事後的に生じたとすれば，市場取引においては，最初にエ
スカレーター条項等が合意されていない限り，それは当事者によって吸収されることにな
る。「対照的に，企業の内部取引において生じる予期せぬコスト増は，交渉の余地がある
傾向にある。」*52もし，いかなるコスト増に対しても，それを裏付けるようなもっともらし
い説明が提示されうるなら，並外れた努力が費やされることを期待するのは非現実的であ
る。したがって，「内部組織は，市場が動員することのできる，通常の範囲を超えた努力

*40 Williamson, 1985, p149.
*41 Ibid., p149.
*42 Ibid., p149.
*43 Ibid., p149.
*44 Ibid., p151.
*45 Ibid., p152.
*46 Ibid., p152.
*47 Ibid., p152.
*48 Ibid., p152.
*49 Ibid., p152.
*50 Ibid., p150.
*51 Ibid., p150.
*52 Ibid., p150.
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へのアクセスを，拒否される」*53というのである。

6.5 おわりに
以上，われわれは，ウィリアムソンが統合のコストの性質を明らかにしなかったのかど
うかについて検討を行ってきた。ここで示されたのは，企業理論の研究者の間での一般的
な見方とは反対に，ウィリアムソンは，実際には，統合のコストの性質を明示的に説明し
ていたということである。ウィリアムソンは，統合 (企業)のコストの性質を，非統合 (市
場) のコストを縮小させることと引き換えに増大するコストという点から説明している。
別言すれば，彼にとっての統合のコスト―すなわち，官僚制のコスト―とは，市場取引を
悩ませるオポチュニズム (戦略的な虚偽表明を通じた執拗な自己利益の追求) のコストを
抑制するために，当事者たちの行為と結果のリンクを断ち切ることによって生じるコスト
を指すのである。そのような統合のコストの例としては，ウィリアムソンは，管理者が彼
の能力の範囲を超えた複雑性を管理しようとすることから生じるコストや，馴れ合いに
よって基本的には生き残れないはずのケイパビリティが無批判に維持されることのコス
ト，また内部組織における誤りがもっともらしく正当化されることに起因する，並外れた
努力を誘発できないことのコスト等を挙げているのである。

*53 Ibid., p150.
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